
森林・林業再生プラン（イメージ図）
 強い林業の再生に向け、路網整備や人材育成など集中的に整備し、今後、１０年以内に外材に打ち勝つ国内林業の基盤を確立
 山元へ利益を還元するシステムを構築し、やる気のある森林所有者・林業事業体を育成するとともに、林業・木材産業を地域産業として再生
 木材の安定供給体制を構築し、外材からの需要を取り返して、強い木材産業を確立
 低炭素社会づくりに向け、我が国の社会構造を「コンクリート社会から木の社会」に転換

国産材の加工流通構造の改革
小規模、分散・多段階 → 大規模・効率的な国産材の加工・流通体制の整備

～ コンクリート社会から木の社会へ 木材自給率５０％ 低炭素社会の実現 ～

《木材の安定供給体制を構築し、儲かる林業を実現》

・在来工法住宅をはじめとした住宅の国産材
シェア（材積）を向上

・大工・工務店など、木造住宅・建築の担い手
に対する支援

・公共施設における木材利用の義務付けを検
討

・国産材への原料転換、間伐材などの製紙・バイ
オマス利用の推進

・関連研究・技術開発の推進

・石炭火力発電における石炭と間伐材の混合利
用の促進策を検討

・木材利用の多角化や新たな木質部材開発に
向けた研究･技術開発の推進

国産材住宅の推進 公共施設等への木材利用の推進 バイオマス利用の促進 新規需要の開拓

低コストで崩れにくい路網の普及
（平成22年度の事業実行に反映）

路網の作設オペレーター等の育成
（補正予算を活用した研修の実施）

計画的で適切な森林施業や林業経営を
支える｢日本型フォレスター制度｣の創設

計画的な施業による適切な森林管理へ
の誘導と安定的な木材供給の確保
（森林施業計画による伐採・更新のコントロール）

管理放棄地に対するセーフティネット体
制（公的森林整備）の確立

森林所有者への施業提案能力の強化等
による森林組合の改革と民間事業体の
育成強化

集約化・搬出間伐に向けた予算の集
中化
（平成22年度から推進）

集約化を進めるための人材育成
（平成23年までに施業プランナーを2100人育
成）

路網整備の徹底
今後１０年間でドイツ並みの路網密度を達成

施業可能な森林（人工林の2/3程度）について、低コスト作業
システムに必要な路網密度（車両系：100m/ha、架線系：30～50m/ha）
を今後１０年間で確保

 施業の集約化が促進（低コスト化）
 搬出間伐へ転換（資源の有効利用）
 国産材利用の課題解消（木材の安定供給）
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